
No. 区分 不正発生要因 具体的防止計画 所管部署

1
責任者の

認識

「創価大学における公的研究費の不正

使用防止規程」第３条に規定する研究

費等の責任者とその責任範囲・権限に

ついて、

①人事異動等による責任者の交代によ

り後任者が十分な認識を有していな

い。

②時間の経過により学内での認識が低

下する。

・責任者の交代時においては、純分な引継

ぎを行うとともに、担当部署による説明を

行う。

・大学で定めた研究費等の責任者とその責

任範囲・権限について、研修会等を開催し

定期的に学内に周知する。

学事部

理工学部事務室

2
関係者の

意識

コンプライアンスに対する関係者の意

識が低下する。

どのような行為が研究費不正とみなさ

れるのか十分に理解されていない。

・関係者の意識向上等を目的とした研修会

等を年１回以上実施する。

・公的資金の不正使用が行われた他大学の

事例があった場合には、原則として研究者

に周知する。

・研究費不正は研究活動に深刻な影響を及

ぼすことを周知する。

学事部

理工学部事務室

3

行動規

範・

使用ルー

ル

行動規範や使用ルールに関する理解が

不足する。

・研究者、事務職員を対象としたアンケー

ト調査、ヒアリング等を年１回以上実施し

行動規範や使用ルールの理解度を把握す

る。理解度が十分でない場合は、説明会や

研修会による広報活動を強化する等の対策

を講じる。

学事部

理工学部事務室

4 通報制度

通報窓口を設置しているが、認知度が

低く、内部通報制度が十分に機能して

いない。

・教職員及び業者に対し、通報窓口を周知

する。職員に対し、通報に適切に対応でき

るよう、説明を行う。

総務部

学事部

理工学部事務室

管理部

5
使用ルー

ルの周知

研究費の使用ルールが十分に理解され

ていない。

・「研究費ハンドブック」を配布し、使用

ルールを周知する。

学事部

理工学部事務室

6 部局
競争的資金等が、特定の部品に集中し

ている部局・研究室がある。

・「研究費ハンドブック」を配布し、使用

ルールを周知する。さらに説明会を定期的

に開催し、事務処理及び決裁手続きについ

て説明し、研究費等の合算・近藤使用禁止

のルールについての認識を徹底する。

学事部

理工学部事務室

創価大学における研究費不正使用防止計画
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Ⅰ．責任体系の明確化と、関係者の意識向上に関する事項

Ⅱ．適正な運営・管理の基盤となる環境に関する事項

Ⅲ．不正発生要因の把握に関する事項



7 執行管理

予算執行状況が適切に把握できず、年

度末に予算執行が集中する等の事態が

発生する。

・「公的研究費の予算執行状況調査」を各

学部事務室等が年４回以上実施し予算執行

状況を把握するとともに、計画との大幅な

乖離等がある場合は是正の指導をすること

により年間を通じたバランスある予算執行

を実現する。

学事部

理工学部事務室

8

ルールと

実態の乖

離

研究費の使用ルールとその運用が乖離

する。

・研究者、事務職員を対象としたアンケー

ト調査、ヒアリング等を年１回以上実施し

ルールの運用実態の把握に努める。

・使用ルールとその運用に乖離がある場合

は、適切な指導を行うとともに、原因を分

析した上で必要に応じてルール変更等も含

めた対策を講じる。

学事部

理工学部事務室

9
誤った運

用

使用ルールについて誤った運用が行わ

れる。

・ルールのマニュアル化により適切なルー

ルの運用を促進する。

・使用ルールについて研究者等に疑問が生

じた場合には、各学部事務室等において対

応することにより誤った運用を事前に防止

する。

学事部

理工学部事務室

10
出張

（不正）

出張の事実確認等が行える手続きが不

十分で、カラ出張、旅行日程の水増

し、日程の捏造、航空券の不当取扱い

等を行う。

・出張する教員に出張申請書を所属学部等

の事務室に提出させ、各学部事務室等の職

員が提出された出張申請書に基づき、旅行

の内容、出張先、相手方、出張期間、支給

旅費及びこれらの関連等を精査する。

・出張を完了した教員には、出張報告書を

提出させ、各学部事務室等の職員が出張申

請書や他の提出書類等ｔの関係を点検、確

認する。なお、用務を達成したことを証明

する資料等が添付されていない等の不備が

ある場合は不備の是正を求める。

学事部

理工学部事務室

11

出張

（誤申

請）

二重の出張申請を行い、出張費を請求

する。

・出張前に提出される出張申請書の点検を

各学部事務室職員が行う。

・一度の出張につき、資金に重複がないよ

うに帳票類を各学部事務室職員が確認す

る。

学事部

理工学部事務室

Ⅳ．不正防止対策に関する事項



12

非常勤・

アルバイ

ト

非常勤雇用者の勤務状況確認等の雇用

管理が研究室任せ。

非常勤雇用者、アルバイトの出勤簿の

改ざん、カラ雇用等を行う。

・教員は月に一度、出退勤時間が記入され

た勤務記録表を主管の事務室に提出し、各

学部事務室等の職員が記録表の確認及び支

払申請処理を行う。勤務記録表は、アルバ

イト本人が作業終了時に、勤務時間を手書

き記入し、実動時間のアルバイト終了時点

ですぐに、教員による確認（押印）を行

う。

①アルバイトの出退勤管理は、勤務記録表

で行う。

②勤務記録表の出退勤時刻は、アルバイト

本人が手書きする。

③依頼者（監督者）の教員は勤務記録表

を、日ごとに確認（押印）する。

④主管の事務室は、記録漏れや勤務実態と

の相違がないかなどにつき、いつでも勤務

記録表を確認し、指導することができる。

学事部

理工学部事務室

13 会議費
会議費の支出において、研究遂行に必

要でない飲食が行われる。

・制定した「学校法人創価大学における会

議費・渉外費等の支出に関わる事務取扱い

内規」に基づき、所定の申請書を提出させ

当該支出の妥当性を事前にチェックする。

なお、業者からの請求書等には飲食の内容

等を明確に記載させることとする。

学事部

理工学部事務室

14 謝金

原稿執筆や校閲謝金において、割り増

し請求や既に発表済みの論文等への謝

金請求が行われる。

・原稿執筆、校閲、翻訳等枚数単価で依頼

した場合は、完了した依頼原本及び成果物

を部局事務職員が確認し、謝金支払申請を

行う。

学事部

理工学部事務室

15
発注業者

の偏り

同一の研究室における、同一業者、同

一品目の多頻度取引、特定の研究室の

みでした取引実績のない業者や特定の

研究室との取引を新規に開始した業者

への発注の偏り。

・コンプライアンス推進室によって、定期

的にモニタリングを実施し、発注状況の確

認、関係者へのヒアリングを行う。そし

て、取引先との取引状況の実態把握、分

析、不正防止に向けた企画・立案を行い、

異常や疑問等の問題発生時には当該取引先

からヒアリングを行う等体制を強化する。

学事部

理工学部事務室

管理部

コンプライアン

ス推進室

16
印刷物の

割増請求

印刷製本費の割り増し請求が行われ

る。

・納品された成果物を部局事務職員が確認

し、必要に応じて妥当性を管理部に確認す

る。

学事部

理工学部事務室

管理部

17
納品物品

持ち帰り

業者による納品物品の持ち帰りや納品

検収時における納品物品の反復使用。

・全ての購入物品について、事務職員によ

る納品事実の研修確認を確実に実施する。

管理ラベルの貼付・書籍の小口印押印等の

実施。

学事部

理工学部事務室

管理部



18

検収・モ

ニタリン

グの形骸

化

検収業務やモニタリング等の形骸化

（受領印による確認のみ、事後抽出に

よる現物確認の不徹底など）

・公的資金を財源に取得した物品等の棚卸

し業務を実施する。取得価格5万円以上の物

品の用品登録を実施する。

学事部

理工学部事務室

管理部

19 架空納品

納品検査を行う職員の役割等が不明確

となり、納品の事実が確認できず、架

空納品により業者への預け金が発生す

る。

・整備した新たな納品検収体制に基づき、

納品検収職員等を任命し当該職員が納品検

収を行う。なお、不正な取引に関与した業

者に対しては取引停止等の処分を行う。

管理部

20 現地納品

納品検収を実施した後、ガスボンベ

（冷媒）、試薬などは現地納品になる

ため、そこで架空納品などが発生す

る。

・「学校法人創価大学取引停止等に関する

規程」を業者へ徹底する。納品時に別途供

与を受けるなどの可能性にも留意する。

管理部

21 理化学物品

理化学物品等検収する際、相応の物品

等を確認できるスキルが無いことによ

り、架空納品が発生する。

・「学校法人創価大学取引停止等に関する

規程」を業者へ徹底する。納品時に別途供

与を受けるなどの可能性にも留意する。

管理部

22 役務契約

データベース・プログラム・コンテン

ツ作成、機器の保守・点検等、特殊な

役務契約に対する検収が不十分。

・特殊な役務契約に関する検収は、その成

果がわかるコンピュータ画像のハードコ

ピーを提出させるなど、合理的な検収を実

施する。

学事部

理工学部事務室

23 研究用途
発注された物品などが、研究に相応し

くないものである可能性がある。

・物品調達申請書の「用途・理由」欄に基

づき、各学部事務室等の担当者が確認を行

う。

学事部

理工学部事務室

24 内部監査

内部監査において直接経費をその主な

対象とせざるを得ないことから、間接

経費の適切な使用が保てなくなる。

・間接経費の監査も内部監査時に行う。な

お、監査実施時期については、文部科学省

及び文部科学省所管の独立行政法人への実

施状況報告・実績報告に間に合うよう４～

５月に行う。

学事部

理工学部事務室

25 未払 業者に対する未払いが発生。

・公的研究費を扱う教職員に対し、未処理

の伝票がないかどうか、定期的に注意喚起

を行う。一部について調査を実施する。

学事部

理工学部事務室

管理部

26

不正発生

要因の整

理・評価

不正発生要因の整理、評価を行わずに

いることで、次第に計画が適切なもの

でなくなる。

・コンプライアンス推進室において、定期

的（年１回）に、不正発生要因がどこにど

のような形であるのか、大学全体の状況を

体系的に整理し、評価することによって、

必要に応じて「創価大学における研究費不

正使用防止計画」を見直す。

コンプライアン

ス推進室

27

不正発生

要因の分

析

不正発生要因の整理、評価を行わずに

いることで、次第に計画が適切なもの

でなくなる。

・コンプライアンス推進室において、定期

的（年１回）に、不正発生要因の分析を行

うことによって、必要に応じて「創価大学

における研究費不正使用防止計画」を見直

す。

監事

内部監査室

コンプライアン

ス推進室

Ⅴ．不正発生要因の整理・評価と分析、不正防止計画の効率化・適正化に関する事項



28 監査計画

監査計画は、不正発生要因に応じて立

案し、また、随時見直し、効率化・適

正化をしなければ、次第に計画が適切

なものでなくなる。

・監事と内部監査室及びコンプライアンス

推進室が連携して、管理・監査体制を把握

した不正発生要因に応じて立案し、随時見

直し・適正化することを年１回以上確認

し、必要に応じて見直すことにより、これ

らを適切なものに保つ。

コンプライアン

ス推進室

29
国の制度

変更

国等の制度変更により、整備した公的

研究費の管理・監査体制及び不正防止

計画が適切なものでなくなる。

・コンプライアンス推進室において、管

理・監査体制や不正防止計画の実態を年１

回以上確認し必要に応じて見直すことによ

り、これらを常に適切なものに保つ。

コンプライアン

ス推進室

30
ルール変

更

上記と同様に、使用ルールの変更によ

り、研究者及び経理事務担当者の研究

費使用に不適切な処理が発生する可能

性がある。

・コンプライアンス推進室が、各学部事務

室等と連携の上、使用ルールの変更を研究

者及び経理事務担当者等に徹底を図ってい

く。

コンプライアン

ス推進室

以下の項目は、本学においては従来より対応済であり、リスク要因としては挙げないこととする。

Ⅱ
個人依存

度が高い

個人依存度が強い、あるいは閉鎖的な

職場環境や、牽制が効きづらい研究環

境になっている。

学事部

理工学部事務室

Ⅳ 決裁手続
決裁手続が複雑で責任の所在が不明

瞭。
財務部

Ⅳ
取引

チェック

取引に対するチェックが不十分（事務

部門の取引記録の管理や業者の選定・

情報の管理が不十分）。

管理部

学事部

理工学部事務室

Ⅳ
モニタリ

ング

モニタリングの体制が不十分なおそれ

がある。

監査室

コンプライアン

ス推進室


